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弔慰金でも 

一定範囲を超えるものは 

退職手当等として課税対象！ 

 

 

弔慰金は、香典や花輪代、葬祭料といった

名目で支払われることもありますが、税務上、

社会通念上相当と認められるものは所得税や

贈与税が課税されません。 

また、被相続人が生前に勤めていた会社か

ら相続人が受け取る金銭のうち、死亡退職金

は相続税の課税対象になりますが、原則、弔

慰金は課税されません。 

なお、上記の「社会通念上相当と認められる

金額」の範囲ですが、相続税基本通達では、

亡くなった従業員に支給されるべきだった退

職手当金や功労金など、その名義のいかん

にかかわらず実質上退職手当金等に該当す

るものを除き、弔慰金として取り扱うこととして

おります。 

 

具体的には、業務上死亡の場合には賞与以

外の普通給与額の３年分相当額、業務上の

死亡でない場合には、普通給与額の半年分

相当額を非課税となる弔慰金として取り扱うと

しております。 

国税当局は、この範囲を超える部分は相続

税の課税対象となる退職手当金等として取り

扱い、その通達により弔慰金として取り扱われ

たものに社会通念上相当と認められる額を超

える部分があれば、その部分は退職手当金

等として取り扱うべきであるとしております。 

 

したがいまして、従業員の死亡退職に伴い

会社から支払われる弔慰金は原則として、社

会通念上という国民感情の観点から課税の 

対象とはならないことになりますが、なかには課税さ

れないことを利用して、過度な節税として使われること

もあり得るので、弔慰金として妥当と判断できる一定

の金額は課税しないものの、一定範囲を超える部分

は過度な弔慰金と判断して課税対象になり、退職手

当金等として相続税の課税対象となりますので、ご注

意ください。 

 

なお、上記の「業務上の死亡」とは、被相続人が亡く

なった原因が業務中に起こったことであり、業務と関

係性が深い原因がある場合には業務上の死亡と判

断されます。 

上記の具体例として、業務遂行中に発生した事故

などにより亡くなった場合、出張中に発生した事故な

どで亡くなった場合、仕事が原因とされる職業病など

によって亡くなった場合、通勤途中の災害などによっ

て亡くなった場合も業務上の死亡と判断されますの

で、あわせてご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

当団体は、異なる業種の経営者が相集い、 力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    
skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


